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（ 1 ）評価のポイントの概要


　この事件において，有罪，無罪のどちらが正しいのか正解はなく，無罪推定の原則（89ページの「（２）検察官の立証責任（無罪推定の原則－疑わしきは罰せず）」を参照）を前提として，証拠から認定できる事実を適切に評価し，その評価に基づいて論理的・説得的に有罪，無罪の結論を導くことができているかという点に着目する。


（ 2 ）有罪の結論を導いた生徒に対する講評のポイント


　「現金7,000円」，「服装」，「警察官に声を掛けられた際の被告人の行動」といった事実については，「予想される生徒からの意見」で示したとおり，それぞれ有罪方向での評価を行うことが可能ではある。


　しかし，それらのうち一つを挙げただけでは，合理的な疑いを残さず，被告人が有罪であるとする結論を説得的に導くことは困難であると考えられる。有罪の結論を説得的に導くためには，複数の事実に対して適切に有罪方向での評価を行った上で，それらを合わせて主張を組み立てることが必要と考えられる。


　また，「間違いなく有罪であることを示す証拠がなければ(※1)，いかに疑わしくても，被告人は無罪だと考えなければならない」という原則（無罪推定の原則）から，「被告人の供述（言い分）が疑わしい（信用できない）」ということだけを理由として有罪という結論を導いてはならないことに留意する。


※１　「間違いなく有罪であることを示す証拠」とは，被告人が犯人であることを直接示す証拠のみを意味しているわけではない。詳細は下記（ 4 ）を参照。


（ 3 ）無罪の結論を導いた生徒に対する講評のポイント


　無罪推定の原則を踏まえた上で，検察官の主張する事実は，いずれも，被告人を犯人と考えるには合理的な疑いが残っているという指摘を説得的に行うことが講評のポイントになると考えられる。


（ 4 ） その他の留意点


　この事件のように，被告人が犯人であることを直接示す証拠（直接証拠）※2 がない場合，「決定的証拠がないから無罪である」と判断する生徒が出てくることがある。


　しかし，このような場合でも，被告人が犯人であることを間接的に推測させるような証拠（間接証拠）※3 を積み重ねることによって，その被告人が犯罪を行ったことが常識に照らして間違いない程度の証明があれば，被告人が有罪であるという結論を導くことになる。


　したがって，「無罪推定の原則」を説明するとともに，「決定的な証拠がないから無罪」となるわけではないことを説明することも，生徒から出てくる意見の内容によっては必要であると考えられる。


※2　直接証拠の例


「ＸさんがＹさんを殴ってけがを負わせた」という傷害の事案で，ＸさんがＹさんを殴る場面を目撃していたというＣさんの証言，など


※3　間接証拠の例


同じ傷害の事案で，事件の直前に事件現場へ向かうＸさんを目撃したというＤさんの証言や，事件の直後に事件現場から逃げていくＸさんを目撃したというＥさんの証言，ＸさんがＹさんに恨みを抱いていたこと，など





講評の際のポイント





（ 1 ）刑事裁判の特徴


　刑事裁判，民事裁判ともに，裁判の手続があらかじめ定められたルールにのっとって行われること，当事者の言い分をよく聞かなければならないこと，証拠に基づいて事実を認定することなどは共通している。大きな違いは，民事裁判では，基本的には私人と私人という対等な力関係にある当事者の間で手続が進むが，刑事裁判では，一方の当事者が国家権力（検察官）になるので，当事者間の平等をできる限り保障する必要が生じる点である。


　そこで，被告人には，適正な裁判を受けられるように，自分の言い分をきちんと主張し，権利を守る手段が保障されている。具体的には，言いたくないことは言わなくてもよいという黙秘権や，弁護士に弁護してもらえるという弁護人選任権などである（資力が乏しく弁護士を頼めない人には，国が弁護人を付けるという国選弁護人制度もある。）。


　また，刑事裁判の被告人に有罪判決を下すためには，無罪推定の原則のもと，一般人から見て，その被告人が犯罪を行ったことが常識に照らして間違いない程度の証明があること，すなわち，「合理的な疑いを残さない程度」の証明が求められる。これに対して，民事裁判においては，そこまで厳しいルールはない。


（ 2 ）検察官の立証責任（無罪推定の原則－疑わしきは罰せず）


　立証責任とは，事実を証明するべき責任を負うのは当事者のうちどちらかを定めた，裁判のルールである。立証責任を負っている当事者は，その事実を証明するだけの証拠を示せなければ，裁判に負けることとなる。民事裁判では，問題となっている事実によって，訴える側（法律上「原告」という。）が立証責任を負う場合もあるし，訴えられる側（法律上「被告」という。）が立証責任を負う場合もある。これに対して，刑事裁判では，被告人を有罪とするための事実は検察官が全て立証責任を負い，被告人は立証責任を負わない。


　刑事裁判で検察官が立証責任を負う理由を簡単に説明する工夫としては，以下のものが考えられる。


　犯罪は，社会の秩序を乱すものであるから，社会に「犯人は即座に処罰しろ」という感情が起こるのも自然なことである。しかし，刑罰は，それを受ける人にとっては，非常に大きな不利益であり，もし無実の人が刑事責任を負わされることになれば，その人の人生を破壊しかねない。そのため，法は，人に刑事責任を負わせるためには，慎重に慎重を重ねなければならず，間違いなく有罪であることを示す証拠がなければ，いかに疑わしくても，被告人は無罪だと考えなければならないという原則を設けた。これが，「疑わしきは罰せず」という言葉に表される，無罪推定の原則である。


　このような無罪推定の原則のもとでは，検察官が，被告人が有罪であることの立証責任を負い，被告人は，自分が無罪だということを立証する責任を負わない。


（ 3 ）証拠裁判主義


　証拠裁判主義とは，「事実の認定は，証拠に基づいて行われなければならない」という原則である。つまり，被告人が犯罪を行ったかどうかを判断する際には，裁判に出てきた証拠のみを根拠としなければならない。例えば，「ニュースで被告人が犯人であるようなことを言っていたから，被告人が犯人だろう」などと，裁判に出てきた証拠以外の情報や勝手な推測・憶測で判断してはならない。


　また，「冒頭陳述」，「論告」，「弁論」は，証拠ではないので，これらを根拠に事実の認定を行うことはできない。





刑事裁判の基本的な考え方





刑事裁判の流れ　※「刑事手続の流れ」は，66ページを参照





…被告人が事件に関する意見を述べる。





…弁護人が事件に関する意見，すなわち，①有罪を争わない場合は被告人にとって有利に考えられる情状，②無罪主張の場合は無罪の理由を述べる。





…検察官が事件に関する意見，すなわち，①有罪の理由，②犯罪の悪質性や被告人の更生可能性等の情状，③どれくらいの刑に処すべきかを述べる。





…立証責任を負う検察官が被告人を有罪だと証明するための証拠を提出し，続いて，被告人側（弁護人）が証拠を提出する。


証拠は，大きく次の３種類に分けられる。


　ア　証拠物……奪われたバッグや犯行に使われた包丁など


　イ　証拠書類…被害者の供述調書（話が書かれた書類）やけがの診断書など


　ウ　証人……被害者本人や目撃者本人など


被告人側の証拠提出が終わった後，弁護人や検察官が，被告人に対して事件のことなどについて質問し，被告人がそれに答える「被告人質問」が行われ，この時に被告人が話した内容も証拠となる。





…裁判長が，被告人と弁護人に，起訴状の内容に間違いがないかどうか確認する。これに対し，被告人は，「事件を起こしたことは間違いない」，「私は犯人でない」などと述べ，続いて，弁護人が，被告人が言ったことを受けて「被告人が有罪であることを争わない」，「被告人は犯人でないから無罪である」などと述べる。





…検察官，弁護人の双方が，裁判でどのような事実を証拠によって証明するつもりかを説明する。





…裁判長が，被告人に対し，黙秘権があることを伝える。





…検察官が起訴状を読み上げ，これから行う裁判の対象を明らかにする。起訴状には，被告人の名前などや，検察官がどのような事柄で起訴したのか，それが何罪に当たるのかが書かれている。





…裁判長が，被告人の名前，住所，生年月日などを被告人に尋ね，法廷に出頭している人が被告人本人であることを確認する。





証拠調べ手続





冒頭手続





評議





弁論





論告・求刑





罪状認否





黙秘権の告知





起訴状朗読





判決宣告





最終陳述





証拠調べ





冒頭陳述





人定質問








